
み な べ 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算  



 



  令和８年度　下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 明 細 書

収 益 的 収 入 及 び 支 出
（　収　入　） （単位：千円）

金　　額

 下水道事業収益 621,431 633,574 △ 12,143

１．営業収益 127,972 131,332 △ 3,360

１　下水道使用料 123,091 125,652 △ 2,561 公共下水道使用料 110,291 みなべ処理区 110,291

農業集落排水使用料 12,800 西岩代処理区 5,000

東岩代処理区 6,300

受領処理区 1,500

　計 12,800

２　雨水処理負担金 4,813 4,813 0 雨水処理負担金 4,813 公・雨水処理負担金 4,813

３　その他営業収益 68 867 △ 799 手数料 68 公・事務手数料 34

農・事務手数料 34

計 68

２．営　業　外　収　益 493,439 502,222 △ 8,783

１　受取利息 2 2 0 預金利息 2 公・預金利息 1

農・預金利息 1

　計 2

２　長期前受金戻入 152,166 119,477 32,689 国庫補助金 117,592 公・国庫補助金長期前受金戻入 103,753

長期前受金戻入 農・国庫補助金長期前受金戻入 13,839

　計 117,592

県補助金 12,779 公・県補助金長期前受金戻入 8,409

長期前受金戻入 農・県補助金長期前受金戻入 4,370

　計 12,779

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比　　較
区　　　分

節
説　　　　　　　　　　　　　　　明
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（　収　入　） （単位：千円）

金　　額
款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比　　較

区　　　分

節
説　　　　　　　　　　　　　　　明

他会計補助金 10,597 公・他会計補助金長期前受金戻入 9,524

長期前受金戻入 農・他会計補助金長期前受金戻入 1,073

　計 10,597

受贈財産評価額 738 公・受贈財産評価額長期前受金戻入 738

長期前受金戻入

受益者負担金 10,460 公・受益者負担金長期前受金戻入 8,916

長期前受金戻入 農・受益者負担金長期前受金戻入 1,544

　計 10,460

３　他会計補助金 329,576 359,528 △ 29,952 他会計補助金 329,576 公・減価償却費一財分 203,408

公・収支不足分 96,287

農・減価償却費一財分 13,593

農・収支不足分 16,288

　計 329,576

４　補助金 11,000 22,500 △ 11,500 国庫補助金 11,000 公・社会資本整備総合交付金 11,000

５　雑収益 695 715 △ 20 その他の雑収益 695 公・延滞金 1

公・上水道事業施設料 693

農・延滞金 1

　計 695

３．特別利益 20 20 0

１　その他特別利益 20 20 0 その他特別利益 20 公・その他特別利益 10

農・その他特別利益 10

　計 20



（　支　出　） （単位：千円）

金　　額

　下水道事業費用 621,431 633,574 △ 12,143

１．営業費用 546,032 549,423 △ 3,391

１　管渠費 37,194 35,275 1,919 備消品費 350 公・ポンプフロート他 200

農・ポンプフロート他 150

　計 350

修繕費 5,380 公・修繕費　電気設備修繕 1,200

公・修繕費　ポンプ修繕 2,400

公・修繕費　真空部品 880

農・修繕費　電気設備修繕 900

　計 5,380

動力費 9,066 公・中継ポンプ電気代、オイル他 8,100

農・中継ポンプ電気代、オイル他 966

　計 9,066

通信運搬費 1,180 公・中継ポンプ異常通報電話料 901

農・中継ポンプ異常通報電話料 279

　計 1,180

委託料 16,110 公・管路施設、緊急対応委託料 12,240

農・管路施設、緊急対応委託料 3,870

　計 16,110

材料費 4,950 公・真空部品費 4,950

説　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分
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（　支　出　） （単位：千円）

金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比　　較

節

区　　　分

保険料 158 公・町有建物災害保険料 92

公・管路施設賠償責任保険料 41

農・町有建物災害保険料 18

農・管路施設賠償責任保険料 7

　計 158

２　処理場費 147,683 104,376 43,307 備消品費 962 公・水質検査機材、Ｖベルト等 442

農・Ｖベルト、脱臭ボエフ等 520

　計 962

光熱水費 676 公・処理場水道代 585

農・処理場水道代 91

　計 676

燃料費 486 公・車両ガソリン代他 392

農・車両ガソリン代他 94

　計 486

修繕費 4,450 公・処理施設修繕費他 4,000

農・処理施設修繕費他 450

　計 4,450

動力費 26,255 公・処理施設電気代、オイル他 22,115

農・処理施設電気代、オイル他 4,140

　計 26,255

薬品費 4,937 公・医薬材料費 4,781

農・医薬材料費 156

　計 4,937



（　支　出　） （単位：千円）

金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比　　較

節

区　　　分

通信運搬費 52 公・異常通報電話代 26

農・異常通報電話代 26

　計 52

手数料 54 公・ゴミ処理手数料 10

農・浄化槽法定検査手数料 34

農・ゴミ処理手数料 10

　計 54

委託料 109,122 公・保守点検委託料他 35,322

公・汚泥、シサ処理委託料 15,406

公・施設清掃委託料 83

公・耐震診断業務委託料 43,000

農・保守点検委託料他 6,500

農・西岩代地区汚泥処理委託料 3,069

農・東岩代地区汚泥処理委託料 4,356

農・受領地区汚泥処理委託料 1,386

　計 109,122

賃借料 40 公・有料道路通行料 40

保険料 649 公・町有建物災害保険料 539

農・町有建物災害保険料 110

　計 649

３　業務費 11,248 5,661 5,587 印刷製本費 204 公・納付書他 144

農・納付書他 60

　計 204
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（　支　出　） （単位：千円）

金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比　　較

節

区　　　分

通信運搬費 349 公・郵便料 343

農・郵便料 6

　計 349

手数料 1,491 公・口座振替事務手数料、検針データ作成料他 1,313

農・口座振替事務手数料、検針データ作成料他 178

　計 1,491

委託料 8,058 公・企業会計業務委託料他 8,058

賃借料 1,146 公・受益者負担金システムリース料他 1,146

４　総係費 33,014 76,842 △ 43,828 給料 16,269 職員給（４名） 16,269

手当 6,600 期末手当 2,514

勤勉手当 2,116

扶養手当 510

児童手当 20

通勤手当 144

管理職手当 996

時間外勤務手当 300

　計 6,600

賞与引当金繰入額 2,782 賞与引当金・法定福利費引当金繰入額 2,782

報酬 60 上下水道料金制度審議会委員報酬 60

法定福利費 6,140 共済組合負担金 4,999

退職手当負担金 1,141

　計 6,140

旅費 150 公・普通旅費 150



（　支　出　） （単位：千円）

金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比　　較

節

区　　　分

備消品費 60 公・図書代他 50

農・水切り袋他 10

　計 60

光熱水費 30 公・ガス代 30

修繕費 350 公・公用車修繕費 170

農・公用車修繕費 180

　計 350

手数料 30 公・公用車車検手数料 10

農・公用車車検手数料 20

　計 30

賃借料 166 公・清掃用具借上料他 166

保険料 48 公・自動車損害保険等 16

農・自動車損害保険等 32

　計 48

研修費 68 公・下水道研修会費 68

食糧費 30 公・会議　お茶代他 20

農・会議　お茶代他 10

　計 30

会費負担金 160 公・下水道協会負担金他 135

農・農業集落排水協会負担金他 25

　計 160

公課費 9 農・自動車重量税 9
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（　支　出　） （単位：千円）

金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比　　較

節

区　　　分

貸倒引当金繰入額 62 公・貸倒引当金　使用料 57

農・貸倒引当金　使用料 5

　計 62

５　減価償却費 315,576 324,522 △ 8,946 有形固定資産 315,576 公・建物 13,449

減価償却費 公・構築物 217,954

公・機械及び装置 50,995

農・建物 1,263

農・構築物 31,529

農・機械及び装置 386

　計 315,576

６　資産減耗費 1,317 2,747 △ 1,430 固定資産除去費 1,317 公・建物 14

公・構築物 1,303

　計 1,317

２．営　業　外　費　用 72,788 81,621 △ 8,833

１　支払利息及び企業債取扱諸費 56,786 63,619 △ 6,833 企業債利息 56,786 公・企業債利息 55,499

農・企業債利息 1,287

　計 56,786

２　消費税及び地方消費税 16,000 18,000 △ 2,000 消費税及び地方消費税 16,000 公・消費税及び地方消費税 15,000

農・消費税及び地方消費税 1,000

　計 16,000

３　雑支出 2 2 0 その他の雑支出 2 公・その他雑支出 1

農・その他雑支出 1

　計 2



（　支　出　） （単位：千円）

金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比　　較

節

区　　　分

３．特　別　損　失 211 130 81

１ 過年度損益修正損 110 110 0 過年度損益修正損 110 公・過年度損益修正損 100

農・過年度損益修正損 10

　計 110

２ その他特別損失 101 20 81 その他特別損失 101 公・その他特別損失 91

農・その他特別損失 10

　計 101

４．予　　備　　費 2,400 2,400 0

１ 予備費 2,400 2,400 0 予備費 2,400 公・予備費 2,000

農・予備費 400

　計 2,400
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資 本 的 収 入 及 び 支 出
（　収　入　） （単位：千円）

金　　額

 資本的収入 241,973 192,782 49,191

１．負担金 500 750 △ 250

１ 負担金 500 750 △ 250 受益者負担金 500 受益地総面積　1,000㎡　

土地１㎡　×　　500円 500

　計 500

２．分担金 1 1 0

１ 分担金 1 1 0 分担金 1 農・分担金 1

３．他会計出資金 224,649 172,070 52,579

１ 他会計出資金 224,649 172,070 52,579 他会計出資金 224,649 公・基準外繰入金 182,652

公・臨時財政特例債等 28,672

農・基準外繰入金 12,995

農・臨時財政特例債等 330

　計 224,649

４．企業債 1,100 0 1,100

１ 企業債 1,100 0 1,100 企業債 1,100 公・下水道事業債 1,100

５．補助金 13,973 14,111 △ 138

１ 補助金 13,973 14,111 △ 138 他会計補助金 13,973 公・用地費元金 13,701

農・用地費元金 272

　計 13,973

６．補償金 1,750 5,850 △ 4,100

１ 補償金 1,750 5,850 △ 4,100 補償金 1,750 公・熊岡地区汚水管布設替工事に係る補償 1,750

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明



（　支　出　）

金　　額

 資本的支出 406,700 400,574 6,126

１．建設改良費 10,690 11,074 △ 384

１　事務費 2,040 2,464 △ 424 備消品費 500 公・消耗品費 500

印刷製本費 10 公・印刷製本費 10

通信運搬費 138 公・電話料他 138

委託料 552 公・土木積算システム委託料 552

賃借料 840 公・コピー機使用料 840

２　管渠整備事業費 2,250 7,000 △ 4,750 工事請負費 2,250 公・人孔蓋取替 500

公・熊岡地区汚水管布設替工事 1,750

　計 2,250

３　管渠改良事業費 650 650 0 工事請負費 650 公・中継ポンプ他取替 500

農・中継ポンプ他取替 150

　計 650

４　処理場整備事業費 2,480 0 2,480 工事請負費 2,480 公・共和東浄化センター真空ポンプ予備機設置工事 2,480

５　処理場改良事業費 3,270 960 2,310 工事請負費 3,270 公・ポンプ・送風機他取替 510

公・共和東浄化センター照明器具更新工事 990

公・本郷浄化センター照明器具更新工事 1,320

農・ポンプ・送風機他取替 450

　計 3,270

２．企業債償還金 396,010 389,500 6,510

１　建設改良のための企業債償還金 396,010 389,500 6,510 建設改良のための 396,010 公・企業債償還金 370,660

企業債償還金 農・企業債償還金 25,350

　計 396,010

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

説　　　　　　　　　　　　　　　明
区　　　分

（単位：千円）
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１　総　　括 （単位：千円）

法定福利費 合　計

特別職（人） 一般職（人） 報　酬 給　料 手当 計

12 4 60 16,269 8,926 25,255 6,596 31,851

0 4 0 15,523 8,324 23,847 6,581 30,428

12 0 60 746 602 1,408 15 1,423

扶養手当 児童手当 通勤手当
時間外勤務

手当
期末手当 勤勉手当 管理職手当 住居手当 特殊勤務手当

510 20 144 300 3,777 3,179 996 0 0

450 120 264 324 3,510 2,948 708 0 0

60 △ 100 △ 120 △ 24 267 231 288 0 0

※「期末勤勉手当」及び「法定福利費」には賞与引当金繰入額を含む。

２　給料及び手当の増減額の明細

増減額

（千円）

手当 602
制度改定に伴う増減分 369 期末勤勉手当率改定等

その他の増減分 233 人事異動等

昇給に伴う増減分 117

その他の増減分 232 人事異動等

区　　分 増減事由別内訳（千円） 説明 備考

給料 746

給与改定に伴う増減分 397

比較

手
当
の
内
訳

区　　分

本 年 度

前 年 度

比 較

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　分
職　員  数 給　　　与　　　費

本年度

前年度



３　給料及び手当の状況

(1)　職員１人当たり給与 (2)　初任給

一般職 一般会計の制度

338,925 一般職

370,550 高 校 卒(円) 200,300 200,300

48.5 大 学 卒(円) 232,000 232,000

353,150

391,900

47.2

(3)　級別職員数

級 職員数 (人) 構成比 (％)

１級 0.0

２級 1 25.0

３級 0.0

４級 1 25.0

５級 1 25.0

６級 1 25.0

７級 0.0

計 4 100.0

１級 0.0

２級 1 25.0

３級 0.0

４級 0.0

５級 2 50.0

６級 1 25.0

７級 0.0

計 4 100.0

（級別の基準となる職務）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級区　分

一　　般　　職 主事補 主事 主任・係長 課長補佐
　副課長・

主幹
課長 参事

令和8年1月1日現在

令和7年1月1日現在

令和7年
1月1日
現在

平　均　給　料　月　額　(円)

平　均　給　与　月　額　(円)

平 　　均　 　年　 　齢 (歳)

区　　　　　　分
一　　般　　職

区　　　　　　　　　　分
区　　分 一般職 備考

令和8年
1月1日
現在

平　均　給　料　月　額　(円)

平　均　給　与　月　額　(円)

平 　　均　 　年　 　齢 (歳)
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(4)　昇　　給 (5)　特殊勤務手当

合計 一般職 全職種 一般職

職　　員　　数　（A)　(人) 4 4 0.00 0.00

昇給に係る職員数（B)　(人) 3 3

号給数別内訳 １号給　(人)

２号給　(人)

３号給　(人)

４号給　(人) 3 3

比　　率　（B)/（A)　(％) 75.0 75.0

職　　員　　数　（A)　(人) 4 4

昇給に係る職員数（B)　(人) 3 3

号給数別内訳 １号給　(人)

２号給　(人)

３号給　(人)

４号給　(人) 3 3

比　　率　（B)/（A)　(％) 75.0 75.0

(6)　期末手当、勤勉手当

６月　(月分) 12月　(月分)

2.325 2.325 4.650

2.300 2.350 4.650

2.325 2.325 4.650

(7)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 備考

(月分) (月分) (月分) (月分)

24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし

24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし

(8)　その他の手当

差異の内容

通勤手当 同

支給率等

一般会計の制度（支給率等）

区分 一般会計の制度との異同

扶養手当 同

区分
その他の加算
措置等

区分
支給期別支給率 支給率計

(月分)
職制上の段階、職務の級等
による加算措置

地域手当 同

住居手当 同

0.00

支給対象職員1人当たり平均支
給月額　(円）

0 0

代表的な特殊勤務手当の名称

前年度

前年度 有

一般会計の制度 有

区分 区分

本年度

給料総額に対する比率　(％)

支給対象職員の比率　(％)
（令和8年1月1日現在）

0.00

備考

本年度 有



令和８年度　

（単位：円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 11,379,900
減価償却費 315,576,000
固定資産除去費 1,317,000
貸倒引当金の増減額（△は減少） 0
賞与引当金の増減額（△は減少） 15,000
長期前受金戻入額 △152,166,000
受取利息及び配当金 △2,000
支払利息及び企業債取扱諸費 56,786,000
未収金の増減額（△は増加） 389,044
未払金の増減額（△は減少） 1,072,300
その他流動資産の増減額（△は増加） 0
小　　　　　計 234,367,244
利息及び配当金の受取額 2,000
利息の支払額 △56,786,000
業務活動によるキャッシュ・フロー 177,583,244

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △9,724,000
国庫等補助金による収入 0
分担金及び負担金による収入 456,000
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 13,973,000
移設工事補償金による収入 1,591,000
投資活動によるキャッシュ・フロー 6,296,000

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,100,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △396,010,000
その他の企業債による収入 32,000,000
リース債務の返済による支出 0
他会計からの出資による収入 224,649,000
財務活動によるキャッシュ・フロー △138,261,000

資金に係る換算差額 0
資金増減額 45,618,244
資金期首残高 324,061,621
資金期末残高 369,679,865

みなべ町下水道事業　　予定キャッシュ・フロー計算書

(令和８年４月１日から 令和９年３月31日まで)
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みなべ町下水道事業　　予定貸借対照表

（単位：円）

１.

( １ )

イ 727,579,010

ロ 492,096,796

△ 92,429,460 399,667,336

ハ 8,920,230,849

△ 1,261,777,708 7,658,453,141

ニ 836,782,551

△ 521,633,472 315,149,079

ホ 200,714

△ 190,679 10,035

へ 671,907

△ 639,113 32,794

ト 9,707,000

9,110,598,395

9,110,598,395

令和８年度   
（令和９年３月31日）　　

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

機械及び装置減価償却累計額

車 輛

車 輛 減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

工具、器具及び備品減価償却
累 計 額

土 地

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計



２.

( １ ) 369,679,865

( ２ ) 1,463,980

△ 65,043 1,398,937

371,078,802

9,481,677,197

未 収 金 貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３.

( １ )

2,856,330,636

ロ 54,500,000 2,910,830,636

2,910,830,636

４.

( １ )

375,560,766 375,560,766

( ２ ) 0

( ３ ) 18,062,100

( ４ )

イ 2,782,000 2,782,000

( ５ ) 10,054

396,414,920

５.

4,876,194,155

△ 874,153,739

4,002,040,416

7,309,285,972

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

負  債  の  部

固 定 負 債

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債

リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

賞 与 引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計



６. 1,709,599,137

７.

( １ )

イ 356,924,750

ロ 41,777,000

398,701,750

( ２ )

イ 0

ロ 0

ハ 64,090,338

64,090,338

462,792,088

2,172,391,225

9,481,677,197

資 本 剰 余 金

補 助 金

資  本  の  部

資 本 金

剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金
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　注　　記　　表　
令和８年度注記

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1)  有形固定資産（リース資産を除く）

Ⅰ．重要な会計方針

　　　　・減価償却の方法 　定額法による。

　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却と同一の方法による。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　本町は、和歌山県総合事務組合に加入しており、下水道事業会計は、当該組合に一般負担金を拠出し

　　　ているが、一般会計との間での「退職手当負担に関する覚書」に基づき、追加的な費用負担である当該

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　建物　　15～50年　　

　　　　　　構築物　15～50年　　

　　　　　　機械及び装置　7～20年　

　　　　　　車両　　　　　　　3年

　　(2)  リース資産

　　　組合への調整負担金は、全額一般会計において措置することとなっているため、下水道事業会計におい

　　　ては退職給付引当金を計上せず、一般負担金拠出時に費用処理を行っている。

　　(2)  賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当（期末・勤勉手当に係る法定福利費を含む。）の支給に備えるため、

　　　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

　　　定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。



　１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　　　　該当事項なし

　２　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも

　　　含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は　3,286,391,402円である。

　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　　　　該当事項なし

　　　円を支給するため、賞与引当金2,767,000円を取り崩す。

　５　出資金

　　　　令和８年度に一般会計から受ける出資の額は　224,649,000円である。

　　　定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。

　　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

Ⅲ．セグメント情報

　４　引当金の取崩し

　　(1) 賞与引当金の取崩し

　　　　令和８年度において期末・勤勉手当（期末・勤勉手当に係る法定福利費を含む。）として8,298,488

　　(2) 貸倒引当金の取崩し

　　　　令和８年度において債権の不納欠損をするため、貸倒引当金62,000円を取り崩す。

　１　報告セグメントの概要

　　　　下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方法等を決
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公共下水道事業

東岩代地区農業集落排水事業

西岩代地区農業集落排水事業

受領地区農業集落排水事業

水洗化人口　　5,938人

水洗化人口　  　325人

水洗化人口    　281人

水洗化人口    　 89人

329,576,000

315,576,000

2,000

56,786,000

20,000

528,212,000

△411,429,000 

13,970,900

7,309,285,972

9,481,677,197

191,000

0

9,177,000

　雨水処理負担金 4,813,000 0 4,813,000

211,000

0

9,724,000

10,000

20,000

105,112,000

汚水処理量　 　42,104㎥

汚水処理量　 　33,324㎥

汚水処理量　 　10,118㎥

事業区分 　　　　　　　　　　　事業の内容　　　　　　　　　（令和９年３月３１日　現在）

公共下水道事業 汚水処理量　　725,394㎥

11,671,000 116,783,000営業収益

公共下水道事業 農業集落排水事業 合　　計

　２　報告セグメントごとの営業収益等

　　　　当年度（自　令和８年４月１日　至　令和９年３月３１日）　　　　　　　　　　　　　  　　  （単位：円）

農業集落排水事業

セグメント負債 6,771,095,138

営業費用

営業損益 △364,736,000 

経常利益 1,259,500

964,391,305

538,190,834

セグメント資産 8,517,285,892

469,848,000

12,711,400

58,364,000

△46,693,000 

その他の項目

　他会計補助金

　減価償却費

　受取利息

　支払利息

　特別利益

　特別損失

　　　うち減損損失

　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額

299,695,000

282,398,000

1,000

55,499,000

0

547,000

29,881,000

33,178,000

1,000

1,287,000

10,000



　　　よる。

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

Ⅴ．重要な後発事象

　　　該当事項なし

Ⅵ．その他の注記

　　　該当事項なし

　１　リース会計に係る特例措置

　　　　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　　該当事項なし

　３　解約不能のオペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　　該当事項なし
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単位：　円

1 営業収益

(1) 114,230,000

(2) 4,813,000

(3) 867,000 119,910,000

2 営業費用

(1) 32,089,000

(2) 94,960,000

(3) 5,150,000

(4) 74,058,000

(5) 324,522,000

(6) 2,747,000 533,526,000

営　業　損　失 △ 413,616,000

3 営業外収益

(1) 2,000

(2) 22,500,000

(2) 119,477,000

(3) 他会計補助金 360,950,000

(4) 雑収益 747,200 503,676,200

令和７年度　 みなべ町下水道事業　　予定損益計算書

(令和７年４月１日から 令和８年３月31日まで)

下水道使用料

雨水処理負担金

その他営業収益

管渠費

処理場費

業務費

総係費

減価償却費

資産減耗費

受取利息

補助金

長期前受金戻入



4 営業外費用

(1) 63,619,000

(2) 10,798,000 74,417,000 429,259,200

経　常　利　益 15,643,200

5 特別利益

(1) 20,000 20,000

6 特別損失

(1) 110,000

(2) 20,000 130,000 △ 110,000

7 予備費

(1) 2,400,000 2,400,000 △ 2,400,000

当年度純利益 13,133,200

前年度繰越利益剰余金 39,577,238

0

当年度未処分利益剰余金 52,710,438

支払利息及び企業債取扱諸費

雑支出

その他特別利益

予備費

その他未処分利益剰余金変動額

過年度損益修正損

その他特別損失
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みなべ町下水道事業　　予定貸借対照表

（単位：円）

１.

( １ )

イ 727,579,010

ロ 489,826,153

△ 77,978,460 411,847,693

ハ 8,918,017,669

△ 1,012,496,708 7,905,520,961

ニ 832,956,374

△ 470,252,472 362,703,902

ホ 200,714

△ 190,679 10,035

へ 671,907

△ 639,113 32,794

ト 10,073,000

9,417,767,395

9,417,767,395固 定 資 産 合 計

令和７年度   
（令和８年３月31日）　　

資  産  の  部

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

機械及び装置減価償却累計額

車 輛

車 輛 減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

工具、器具及び備品減価償却
累 計 額

土 地

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置



２.

( １ ) 324,061,621

( ２ ) 1,853,024

△ 65,043 1,787,981

325,849,602

9,743,616,997

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金
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３.

( １ )

3,230,791,402

ロ 22,500,000 3,253,291,402

3,253,291,402

４.

( １ )

396,010,000 396,010,000

( ２ ) 0

( ３ ) 16,989,800

( ４ )

イ 2,767,000 2,767,000

( ５ ) 10,054

415,776,854

５.

4,875,099,155

△ 722,939,739

4,152,159,416

7,821,227,672

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債

固 定 負 債

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

負  債  の  部



６. 1,484,950,137

７.

( １ )

イ 342,951,750

ロ 41,777,000

384,728,750

( ２ )

イ 52,710,438

52,710,438

437,439,188

1,922,389,325

9,743,616,997負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金

資  本  の  部
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　　　組合への調整負担金は、全額一般会計において措置することとなっているため、下水道事業会計におい

　　　ては退職給付引当金を計上せず、一般負担金拠出時に費用処理を行っている。

　　(2)  賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当（期末・勤勉手当に係る法定福利費を含む。）の支給に備えるため、

　　　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

　　　定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　　　　・減価償却の方法 　定額法による。

　注　　記　　表　
令和７年度注記

Ⅰ．重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1)  有形固定資産（リース資産を除く）

　　　ているが、一般会計との間での「退職手当負担に関する覚書」に基づき、追加的な費用負担である当該

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　建物　　15～50年　　

　　　　　　構築物　15～50年　　

　　　　　　機械及び装置　7～20年　

　　　　　　車両　　　　　　　3年

　　(2)  リース資産

　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却と同一の方法による。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　本町は、和歌山県総合事務組合に加入しており、下水道事業会計は、当該組合に一般負担金を拠出し



　５　出資金

　　　　令和７年度に一般会計から受ける出資の額は　172,070,000円である。

Ⅲ．セグメント情報

　１　報告セグメントの概要

　　　　下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方法等を決

　　　定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。

　　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

　　　　令和７年度において債権の不納欠損をするため、貸倒引当金98,000円を取り崩す。

　　　　該当事項なし

　２　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも

　　　含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は　3,649,301,402円である。

　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　　　　該当事項なし

　４　引当金の取崩し

　　(1) 賞与引当金の取崩し

　　　　令和７年度において期末・勤勉手当（期末・勤勉手当に係る法定福利費を含む。）として8,288,683

　　　円を支給するため、賞与引当金2,565,065円を取り崩す。

　　(2) 貸倒引当金の取崩し

　１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連
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公共下水道事業 水洗化人口　　5,914人

東岩代地区農業集落排水事業 水洗化人口　  　332人

西岩代地区農業集落排水事業 水洗化人口    　287人

受領地区農業集落排水事業 水洗化人口    　 91人

　雨水処理負担金 4,813,000 4,813,0000

30,106,000

32,824,000

その他の項目

　他会計補助金

　減価償却費

　受取利息 1,000

0 0

4,071,000 10,073,000

20,000

2,000

61,738,000 63,619,0001,881,000　支払利息

　特別利益

　特別損失

　　　うち減損損失

　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額

291,698,000 324,522,000

1,000

330,844,000 360,950,000

0

6,002,000

10,000 20,000

110,000 130,000

10,000

セグメント負債 7,236,803,438 7,821,227,672

営業収益

営業費用

営業損益 △365,356,000 △413,616,000 

経常利益

セグメント資産 8,747,438,792 9,743,616,997

107,503,000

14,595,100 15,643,200

119,910,000

472,859,000 533,526,000

12,407,000

60,667,000

△48,260,000 

1,048,100

996,178,205

584,424,234

　２　報告セグメントごとの営業収益等

　　　　当年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月３１日）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

公共下水道事業 合　　計農業集落排水事業

　　　　　　　　　　　事業の内容　　　　　　　　　（令和８年３月３１日　現在）

汚水処理量　　737,935㎥

汚水処理量　 　42,139㎥

汚水処理量　 　33,925㎥

汚水処理量　 　10,158㎥

公共下水道事業

農業集落排水事業

事業区分



Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

Ⅴ．重要な後発事象

　　　該当事項なし

Ⅵ．その他の注記

　　　該当事項なし

　１　リース会計に係る特例措置

　　　　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　　該当事項なし

　３　解約不能のオペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　　該当事項なし

　　　よる。
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